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ま え が き  
 

 

2012 年 8 月に改正労働契約法が成立し、有期契約労働者が安心して働き続けられるよう、

「雇止め法理」が法定化される（第 19 条）とともに、新たに反復更新で通算 5 年を超えた

場合の無期労働契約への転換（第 18 条）等が規定され、2013 年 4 月より全面的に施行さ

れた。 

その後、「高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者」や「定年後、継続して雇用される

有期契約の高齢者」については、その特性に応じた適切な雇用管理がなされる場合、無期

労働契約への転換申込権を一定期間、発生しないこととする特例が設けられ、2015 年 4 月

より施行された。 

本調査は、そうした労働法制の一連の見直しに対する、企業等の対応状況等を明らかに

するため、厚生労働省からの研究要請に基づき実施したものである。 

同様の企業等調査は、過去 3 度に渡り行ってきた経緯もあるが、今回の調査は改正労働

契約法の全面施行より丸 5 年を経過し、2018 年 4 月から無期転換申込権の本格的な発生・

行使が見込まれる中、企業等とそこで働く有期契約労働者及び無期労働契約への転換者を

対象に、喫緊の対応状況等を初めて尋ねたものである。 

同法の附則第 3 条では、「規定の施行後 8 年を経過した場合において、新労働契約法第

18 条の規定について、その施行の状況を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」とされている。 

本報告書が、今後の政策論議の活性化に資すれば幸いである。本調査にご協力いただい

た、多くの企業等と労働者の方々に、厚く御礼申し上げたい。 
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